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はじめに  

 

 

憲法及び地方自治法によって規定される地方自治制度において、市議

会は議事機関として、執行機関である市長と、ともに民意に基礎を置く

市民の代表機関であります。  

 

とりわけ、市 議会は、市民の代表として、市民の声を議会を通じて反

映させ、また激動する状況の情報を市民に還元することが求められてお

り、市長その他の執行機関と、抑制均衡の原則に立ちながら、批判監視、

決定する権能を有しています。  

さらに、具体的な政策立案・政策提言を行うことも、議会の役割とし

て大切な権能であります。  

 

こうした権能に基づき、議員は執行機関が提案してくる事案に対し判

断等を行うためには、行政全般についての理解を深め、内容について精

通し、豊富な知識量が必要であります。  

 

このため、議員個人の平素における情報収集に加え て知識の習得が必

要なことは当然のことであり、日頃から積極的に研鑚を積まなければな

りません。そして、真に市民の信託に応えることこそ議員本来の職責で

あり、市政発展の情熱を持って政務調査活動を活発に行わなければなり

ません。  

 

 

この「運用マニュアル」は、政務調査費の支出に当たって判断基準と

し、政務調査活動の一助とするため、策定いたしました。  
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１  政務調査費制度について  

(１) 法制化の趣旨  

  平成 11 年 ７月 の地方 分権 一拢 法が 成立し 、地 方公 共団 体の自 己決 定権 、自

己責任 が拡 大し たこ とに伴 い、議 会の 役 割はさ らに 大き くな ると認 識さ れる よ

うにな りま した 。  

このよ うな 状況 下で 、地方議 会の 活性 化 を図る ため には、 そ の審議 能力 を強

化して いく こと が必 要丌可 欠で あり 、地 方議員 の調 査活 動基 盤の充 実を 図る 観

点から 、議会 におけ る会派 又は 議員 に対 する調 査研 究費 等の 助成を 制度 化す る

ため、 平 成 12 年 法 律第 89 号に よる 地 方自治 法の 一部 改正 により 、政 務調 査

費制度 （第 100 条 第 13 項及び第 14 項）が 設け られ まし た （ 平 成 12 年 5 月

31 日 公 布 、 平 成 1３ 年 ４ 月 1 日 施 行 ） 。  

 

※  本 市で は、こ の 地方自 治法 の規 定を 受けて、広島 市議 会 の議員 の調 査研

究に資 する ため 必要 な経費 の一 部と して 、議会 にお ける 会派 に対し 政務 調

査 費 を 交 付 す る こ と に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る と い う 趣 旨 で 、

条例が 制定 され まし た（ 平 成 1３ 年 ３ 月 29 日 公 布 、 同 年 ４ 月 １ 日 施 行 ） 。  

 

 

(２) 政務調査費の性質  

 政務 調査 費は 、地 方自治 法第 100 条 第 13 項並 びに 条例 第１条 の規 定に 基

づき「 議員の 調査 研 究に資 する ため に必 要な経 費の 一部」 と して交 付さ れる も

のです 。  

このた め、 政務調 査 費は 、 条例 第７条 に 規定さ れて いる よう に、使 途基 準に

従って 支出 する もの とされ 、調査 研究に 資する ため 必要 な経 費以外 の経 費に 充

当され るこ とは 認め られて いま せん 。  

 

地 方 自 治 法 第 100 条  

⑬  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 議 会 の 議 員 の 調 査 研 究 に

資 す る た め 必 要 な 経 費 の 一 部 と し て 、 そ の 議 会 に お け る 会 派 又 は 議 員 に 対 し 、 政 務

調 査 費 を 交 付 す る こ と が で き る 。こ の 場 合 に お い て 、当 該 政 務 調 査 費 の 交 付 の 対 象 、

額 及 び 交 付 の 方 法 は 、 条 例 で 定 め な け れ ば な ら な い 。  

⑭  前 項 の 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け た 会 派 又 は 議 員 は 、 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、

当 該 政 務 調 査 費 に 係 る 収 入 及 び 支 出 の 報 告 書 を 議 長 に 提 出 す る も の と す る 。  

 

◆  会 派 は 、 政 務 調 査 費 を 規 則 で 定 め る 使 途 基 準 に 従 っ て 支 出 す る も の と し 、 議 員 の 調

査 研 究 に 資 す る た め 必 要 な 経 費 以 外 の 経 費 に 充 て て は な ら な い （ 条 例 第 ７ 条 ） 。  
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２  政務調査費の支出に当たっての基本的留意事項  

(１) 政務調査費の支出に当たっての基本指針  

ア  調査研究の目的が、市行政と関連性を有していること。  

    政 務 調 査 費 は 、 公 金 と し て 、 地 方 議 会 の 審 議 能 力 を 強 化 し て 、 そ の 活 性 化

を 図 る た め に 支 出 さ れ る も の で あ り 、 調 査 研 究 活 動 が 、 市 政 と 関 連 性 を 有 す

る こ と が 前 提 で す 。  

調 査 対 象 は 、 広 範 な も の に な る と 考 え ら れ ま す が 、 単 な る 飲 食 費 や 交 際 費

な ど の 支 出 は 適 切 で は あ り ま せ ん （ 丌 適 切 な 使 途 例 は 、 ５ ～ ８ 頁 に 記 載 し て

い ま す 。）。  

     ◆  議 員 の 調 査 研 究 に 資 す る た め 必 要 な 経 費 以 外 の 経 費 に 充 て て は な ら な い 。  

       （ 条 例 第 ７ 条 ）  

     ◇  市 政 と 関 連 性 を 欠 く 調 査 活 動 は 使 途 基 準 に 反 す る 。  

（ 札 幌 高 裁 Ｈ 19.2.9 判 決 、 金 沢 地 裁 Ｈ 18.6.19 判 決 ）  

 

イ  政務調査費の各支出が、調査研究の目的からみて合理性、必  

 要性を有していること。  
    調 査 研 究 の 目 的 と の 関 係 に お い て 、 政 務 調 査 費 と し て の 支 出 が 合 理 性 、 必

要 性 を 欠 く も の で あ っ て は い け ま せ ん 。  

調 査 研 究 に 通 常 必 要 と さ れ る 数 量 を 超 え た 備 品 の 購 入 や 、 著 し く 丌 相 応 な

日 程 の 調 査 旅 費 な ど 、 政 務 調 査 費 か ら の 支 出 は 適 切 で は あ り ま せ ん 。  

◇  調 査 研 究 活 動 と し て 、明 ら か に 合 理 性 、必 要 性 を 欠 く 場 合 は 使 途 基 準 に 反 す る 。

（ 金 沢 地 裁 Ｈ 18.6.19 判 決 、東 京 地 裁 Ｈ 1８ .４ .1４ 判 決 、名 古 屋 地 裁 Ｈ 17.5.26 判 決 ） 

 

ウ  支出金額が、社会通念上相当と認められる範囲内であること。 

    支 出 金 額 が 、 社 会 通 念 上 著 し く 高 額 で あ る こ と は 適 切 で は あ り ま せ ん 。  

     ◇  支 出 金 額 が 、 社 会 通 念 上 相 当 で な い 場 合 、 使 途 基 準 に 反 す る 。  

（ 札 幌 高 裁 Ｈ 19.2.9 判 決 、 金 沢 地 裁 Ｈ 18.6.19 判 決 、 大 阪 高 裁 Ｈ 17.4.12 判 決 ）  

 

エ  支出に当たって、会派の了承があること。  

    使 途 基 準 の 各 項 目 の 内 容 に お い て 「 会 派 の 行 う （ 会 派 が ） … に 要 す る 経 費 」

と い う 限 定 が 加 え ら れ て い ま す 。 し た が っ て 、 所 属 議 員 が 個 別 に 行 う 調 査 研

究 活 動 も 、 会 派 の 承 認 が な け れ ば い け ま せ ん （ 会 派 の 調 査 研 究 活 動 と は 別 個

の 議 員 独 自 の 調 査 研 究 活 動 で あ っ て は い け ま せ ん ）。  

◆  政 務 調 査 費 の 支 出 の 決 定 は 、 会 派 の 代 表 者 が 行 う こ と 。  

（ 条 例 施 行 規 則 第 11 条 第 １ 項 第 １ 号 ）  

◇  会 派 と し て 行 う 調 査 研 究 で な い 場 合 は 、 使 途 基 準 に 反 す る 。  

（ 札 幌 高 裁 H19.2.9 判 決 、名 古 屋 高 裁 H18.2.15 判 決 、札 幌 高 裁 Ｈ 16.10.20 判 決 ） 
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(２) 実費弁償の原則  

   政務 調査 費は 、議員 の調 査研 究に 資する ため 必要 な経 費 の一 部と して 、議

会にお ける 会派 又は 議員に 対し 、交 付さ れるも ので あり 、 実 費弁償 が原 則で

す。  

   ただ し、 政務 調査費 から の支 出に ついて 、実 額の 把握 が困難 な場 合に 按分

による 算定 方法 や 、 調査旅 費な どの 宿泊 料や日 当を 広島 市職 員等の 旅費 に関

す る 条 例 （昭和 27 年広島市条例第 17 号）（ 以 下 「 旅 費 条 例 」 と い う ） に 準 拠 し た 定

額方式 を用 いる 場合 は、こ の限 りで はあ りませ ん。  

 

◇  調 査 旅 費 に 係 る 宿 泊 料 や 日 当 に つ い て 、 政 務 調 査 費 か ら の 支 出 に 際 し 旅 費 条 例 に 準

じ た 取 扱 い を す る こ と も 認 め ら れ て い ま す （ 名 古 屋 地 裁 Ｈ 17.5.26 判 決 ）。  

 

 

(３) 按分の取り扱い 

議員の 活動 は、調 査 研究活 動以 外に も、選挙活 動、政 党活 動 など様 々の 面

を持っ てお り、その 境界が 必ず しも 明確 に区別 でき ると は限 りませ ん。また 、 

自宅に 事務 所 を 設置 してい る場 合の 光熱 水費な ど 、政 務調査 費とし て支 出す

べき実 額の 把握 が困 難な場 合も あり ます 。  

こうし た場 合に は、使用す る量、面積 及 び時間 など の実 績又 は実情 を考 慮

した合 理的 な按 分に よる算 定方 法に より 、政 務調 査費 として 支出す る額 を確

定する もの とし ます 。  

 

※ 専 ら 政 務 調 査 活 動 に 資 す る 場 合 に は 、按 分 に よ る 算 定 方 法 の 適 用 は あ り

ま せ ん 。  

 

◉ 実績を 用い た按 分に よる算 定方 法例  

 

政 務 調 査 活 動 (使 用 面 積 ・ 時 間 等 ) 

政 務 調 査 活 動 (使 用 面 積 ・ 時 間 等 )＋ そ れ 以 外 の 活 動 (使 用 面 積 ・ 時 間 等 ) 

 
 

 

 

なお、 政務 調査 活動 と他の 活動 との 区分 が明ら かで なく 、実 績の把 握が 困  

難であ る場 合に つい ては、次の 表の 按分 率を上 限と して 政務 調査費 に充 当で

きるも のと しま す。  

 

按 分 率 ＝  
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政務調査活動以外の議員活動 (後援会活動等)なども含まれる場合 

項   目    例  

按分率(上限率 ) 

政務調査活動＋  

それ以外の議員活動  

(政務調査活動＋それ

以外の議員活動 )＋  

私的活動  

自
宅
外
の
賃
借
事
務
所 

賃料  

１／２  

 

光熱水費  

通信費 (電話料金・ FAX 使用料 ) 

備品費等  

・
自
宅
の
一
部
事
務
所 

・
自
宅
敷
地
内
に
自
宅
と
は
別
に
事
務
所 

・
自
己
所
有
で
自
宅
外
に
事
務
所 

 

光
熱
水
費 

【自宅と同じメーター】  

 １／３  

１／４  

※家族利用がある場合  

【自宅とは別メーター】  １／２   

通
信
費 

(

電
話
料
金
・ 

Ｆ
Ａ
Ｘ
使
用
料)

 

【自宅と同じ番号】  

 １／３  

１／４  

※家族利用がある場合  

【自宅とは別の番号】  １／２   

備品費等  １／２   

事務所来客用駐車場賃借料  

１／２  

 

パソコン、プリンター、周辺機器等の購
入・リース代、インターネット利用料  

コピー機、FAX(複合機を含む)のリース料
金、使用料、トナー及び用紙代など 

補助職員の人件費  

ガソリン代 (自家用車で議員専用 ) 

１／３  

携帯電話の通話料金  

 
◇  ある支出が政務調査活動のためでもあるし、他の目的、例えば議員の後援会活動のためでも

あるという場合にどのように対処すべきかについては、控訴人が主張するとおり、本件条例や
本件規則には何らの規定も設けられていない。しかしながら、その全額を政務調査費とするの
は相当ではないことは明らかであるから、条理上、按分した額をもって政務調査費とすべきで
あり、特段の資料がない限り、例えば政務調査活動とそれ以外の二つの目的のために支出した
場合には 2 分の 1 とするなど、社会通念に従った相当な割合をもって政務調査費を確定すべき
である（仙台高裁Ｈ 19.4.26 判決（最高裁 19.10.26 上告棄却  確定）。  
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(４) 支出の決定及び関係証拠書類等の保管  

政務調 査費 が使 途基 準に適 合し てい るか につい ては 、基 本的 には、会派 の  

自主的 な判 断に 委ね られて いま す。  

ただし 、そ の使 途の 適合性 が問 題に なっ た場合 には 、会 派に おいて 帳簿 又  

は証拠 書類 を提 出し て、その 具体 的使 途 を明ら かに する 必要 があり ます（ 合

理的な 説明 がで きな い場合 、違 法支 出と 認め ら れま す）。  

この ため 、領 収書 等 の証 拠書 類は 勿論 の こと 、請 求書 、契 約 書、 発行 した

広報紙 など につ いて 保管し てお くこ とが 必要で す。  

 

◆  政 務 調 査 費 の 支 出 の 決 定 は 、 会 派 の 代 表 者 が 行 う こ と 。  

（ 条 例 施 行 規 則 第 11 条 第 １ 項 第 １ 号 ）  

◆  会 派 は 、 収 入 支 出 伝 票 、 領 収 証 書 等 政 務 調 査 費 の 収 入 及 び 支 出 に 関 す る 証 拠  

書 類 並 び に 経 理 簿 を 、 収 支 報 告 書 の 提 出 期 限 の 日 か ら 起 算 し て ５ 年 を 経 過 す る  

日 ま で 保 存 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 条 例 施 行 規 則 第 11 条 第 ２ 項 ）  
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３  政務調査費の支出が丌適切な事例について  

 
(１)  交際費又は個人的な支出  

（例）  

  ・ 慶弔 電報 代、 香典、 祝金 、寸 志等 の冠婚 葬祭 に係 る経 費  

  ・ 病気 見舞 い、 餞別、 中元 ・歳 暮、 年賀状 の購 入・ 印刷 経費  

  ・ 宗教 活動 に係 る経費  

  ・ 専ら 個人 的な 立場に おい て支 出す べき会 費  

（町 内会 費 、Ｐ ＴＡ 会費 、婦 人 会費 、老 人会 費、 商 工会 会費 、同 窓

会、ラ イオ ンズ クラ ブ・ロ ータ リー クラ ブ等）  

  ・ 各種 団体 への 寄付金 、支 援金  

  ・ 政治 資金 パー ティー 出席 経費  

・親睦 を目 的と する 会合の 会費  

  ・ レク リエ ーシ ョン経 費  

  ・ 私的 な生 活や 行動に 伴う 経費  

 

 

(２) 政党活動経費  

（例）  

  ・ 党費 、党 大会 参加費 、党 大会 賛助 金、党 大会 参加 に係 る経費  

  ・ 自己 の所 属す る政党 活動 、県 連（ 政党等 ）活 動に 要す る経費  

  ・ 政 党 の 広 報 紙 ・ パ ン フ レ ッ ト ・ ビ ラ 等 の 印 刷 及 び 発 送 等 に 要 す る 経

費  

  ・ 政党 組織 の事 務所経 費（ 人件 費を 含む。）  

 

 

(３) 選挙活動経費  

（例）  

  ・ 選挙 運動 及び 選挙活 動に 係る 経費  

  ・ 選挙 ビラ 等の 作成・ 発送 に係 る経 費  

  ・ 選挙 活動 に係 る事務 所経 費（ 人件 費を含 む。）  
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(４) 後援会活動経費  

（例）  

  ・ 後援 会活 動に 係る経 費  

  ・ 後援 会の 広報 紙等の 作成 ・発 送に 係る経 費  

・後援 会活 動に 係る 事務所 経費 （人 件費 を含む 。）  

 

 

(５) 飲食を主目的とする会合の飲食代金等  

（例）  

  ・ 新年 会、 忘年 会等の 飲食 を主 目的 とする 会合 への 出席 費用  

  ・社会 通念 上、「 市政の 調査 研究 」の ための 会合 を行 うの に丌適 切な 場

所での 飲食 経費  

※  調 査 研 究 の た め の 意 見 交 換・情 報 交 換 等 を 目 的 と し て 参 加 す る も の で 、調

査 研 究 活 動 と し て の 会 議 と の 一 体 性（ 会 議 や 研 修 会 等 に 連 続 し た 懇 談 会 経 費

な ど ）が あ る 場 合 に は 、金 額 的 に も 社 会 通 念 上 相 当 で あ る と 認 め ら れ る 範 囲

内 で 政 務 調 査 費 の 対 象 経 費 と す る こ と が で き ま す 。  

 

 ◇  バ ー 、 ク ラ ブ 、 ス ナ ッ ク 、 パ ブ 、 居 酒 屋 、 ビ ヤ ガ ー デ ン な ど で の 飲 食 代 に つ い

て 、調 査 研 究 の た め の 会 合 を 行 な う の に 適 切 な 場 所 と は い え な い 、こ れ ら の 店 舗

で 飲 食 を す る 必 要 性 及 び 社 会 通 念 上 の 相 当 性 が あ っ た と は 認 め 難 い と さ れ 、返 還

さ れ て い ま す （ 東 京 地 裁 Ｈ 18.4.14 判 決 ）。  

◇  政 治 学 を 学 ぶ 大 学 生 を 対 象 と す る 研 修 会 を 行 な っ た 際 、当 該 大 学 生（ イ ン タ ー

ン ）に 提 供 し た 昼 食 代 の 支 出 は 、本 来 研 修 生 自 ら が 負 担 す べ き も の で あ り 、使 途

基 準 に 反 す る と さ れ 、 返 還 さ れ て い ま す （ 京 都 地 裁 Ｈ 16.9.15 判 決 ）。  

 

 

(６) 議員個人の資産形成につながる支出  

（例）  

  ・ 事 務 所 （ 駐 車 場 含 む ） の 土 地 建 物 の 購 入 経 費 、 建 築 工 事 費 、 修 繕 費

（事務 所の 維持 に必 要な小 規模 な修 繕は 除く。）  

  ・ 自動 車の 購入 経費  

  ・ 自宅 事務 所の 賃料  

     自 動 車 の リ ー ス 代 と し て マ イ カ ー ロ ー ン の 返 済 に 流 用 、 自 宅 を 事 務 所 と し て い る 場  

合 の 賃 料 の 支 出 に つ い て は 、 全 額 返 還 が 行 わ れ る と と も に 、 詐 欺 と 虚 偽 公 文 書 作 成 な  

ど の 疑 い で 県 警 か ら 地 検 に 書 類 送 検 さ れ て い る 事 例 が あ り ま す 。  
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(７) 政務調査費以外の公費支出と重複する支出  

（例）  

  ・ 委員 会等 の視 察旅費 との 重複  

  ・ 費 用 弁 償 支 給 対 象 日 の 登 退 庁 す る た め の 交 通 費 （ タ ク シ ー 代 、 ガ ソ

リン代 等） との 重複  

  ・ 費用 弁償 支給 対象日 の昼 食代 との 重複  

    ※  費 用 弁 償 に は 、交 通 費 の ほ か 、通 信 費 、昼 食 代 及 び そ の 他 会 議 の 出 席 に 必

要 な 経 費 が 含 ま れ て い ま す 。  

 

 

(８) その他政務調査費としての支出が不適切な経費  

（例）  

  ・ 挨 拶 や テ ー プ カ ッ ト だ け の 会 合 へ の 出 席 費 用  

  ・ 自動 車の 維持 管理経 費（ 自動 車税 、車検 代、 保険 料、 修理代 等）  

◇  自 動 車 税 、車 検 代 及 び 保 険 料 の 車 両 の 維 持 管 理 が 、調 査 研 究 活 動 そ の も の に 伴 う

事 務 と い う こ と は で き な い と し て 使 途 基 準 に 反 す る 、 控 訴 審 で は 使 途 基 準 に 反 す

る 可 能 性 も あ る と さ れ 、 返 還 さ れ て い ま す （ 京 都 地 裁 Ｈ 16.９ .15 判 決  大 阪 高 裁 Ｈ

17.4.12 判 決 ）。  

 

 

(9) 公職選挙法その他法令等の制限に抵触する経費  

（例）  

  ・ 公職 選挙 法第 199 条の２  寄付 に 該当す る経 費  

   （ お 茶 及 び お 茶 受 け を 超 え る 飲 食 の 提 供 、 講 演 会 等 の 集 会 に お け る

食事の 提供 ）  

 



8 

 

(10) 使途不明の支出  

（例）  

・領収 書に 「品 代」 などと 記載 され 、何 に使わ れた か丌 明の もの  

・領収 書を 紛失 する など、何の 経費 に充 てたの か具 体的 に説 明でき ない  

支出  

※  政 務 調 査 費 は 公 金 で あ り 、そ の 使 途 に つ い て は 、使 用 し た 議 員 及 び 会 派

に そ の 説 明 責 任 が あ り ま す 。  

       領 収 書 等 の 証 拠 書 類 の 保 存 期 間 は ５ 年 間 と な っ て お り 、そ の 間 の 支 出 に

つ い て は 、 説 明 で き る よ う に し て お く 必 要 が あ り ま す 。  
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４  政務調査費の具体的な使途例について  

 

（1）  研究研修費  

 会派が、研究会、研修会等を開催するため、又は他の団体の開催する研究会、

研修会等に参加するために要する経費  

 

（例）  

  ・ 会場 費、 機材 借上料  

  ・ 講師 謝礼 金  

  ・ 資料 印刷 費  

  ・ 出席 者負 担金 ・会費  

  ・ 交通 費 （ 燃 料 費 等 を 含 む 。 以 下 同 じ ）  

・旅費  

・宿泊 費、 食糧 費  

・資料 購入 費  

・調査 委託 費  

  ・ 会の 開催 時に 提供す る茶 菓子 代な ど  

  (注 )「 旅 費 」 と は 旅 費 条 例 に 準 じ た 取 り 扱 い を し た 場 合 の 交 通 費 、 宿 泊 料 、 日 当 を 示 す 。 以 下  

同 じ 。  

 

 

（2）  調査旅費  

 会派の行う調査研究のために必要な先進地調査又は現地調査に要する経費  

 

（例）  

  ・ 交通 費  

・旅費  

・宿泊 費、 食糧 費  

  ・ 視察 地先 での 自動車 等借 り上 げ料  

  ・ 資料 購入 費  

  ・ 施設 入館 料  

※  調 査 旅 費 な ど に つ い て 旅 費 条 例 に 準 拠 し た 定 額 方 式 を 用 い る 場 合 、日 当 に は 、

昼 食 代 及 び 目 的 地 の 地 域 内 を 巡 回 す る 場 合 の 交 通 費 、旅 行 に 伴 う 雑 費 が 含 ま れ

て い ま す の で 、 別 に 昼 食 代 等 を 政 務 調 査 費 か ら 支 出 す る こ と は で き ま せ ん 。  
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（3）  資料作成費  

 会派の行う調査研究のために必要な資料の作成に要する経費  

 

（例）  

  ・ 調査 資料 の印 刷・製 本代  

・資料 作成 のた めの 事務用 機器 の購 入・ リース 代  

  ・ 翻訳 料  

  ・ 原稿 料  

  ・ コピ ー使 用料  

  ・ 資料 作成 に係 る写真 代  

 

 

 

（4）  資料購入費  

 会派の行う調査研究のために必要な図書、資料等の購入に要する経費  

 

（例）  

  ・ 書籍 及び 雑誌 購入費 （ CD－Ｒ ＯＭ 等を含 む）  

・新聞 購読 料  

 

 

 

（5）  広報費  

 会派の調査研究及び議会活動並びに市政について市民に広報するために要

する経費  

 

（例）  

  ・ 広 報 紙 、 市 政 報 告 書 及 び 市 議 会 活 動 報 告 書 等 の 作 成 ・ 印 刷 経 費 、郵

送等発 送料  

・広報 活動 のた め開 催する 会の 会場 費、 機材借 上料 、茶 菓子 代  

・広報 活動 のた めの 会への 出席 に伴 う交 通費、 食糧 費  

・ホー ムペ ージ 開設 経費・ 管理 経費  
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（6）  情報収集・広聴費  

 会派が、市民からの市政、会派の政策等に対する要望、意見等を聴取するた

めの会議等に要する経費  

 

（例）  

  ・ 市政 に関 連す る情報 収集 のた め必 要な会 への 出席 に伴 う費用  

    （ 議員 とし て出席 する 会の 会費 等）  

  ・ 広聴 活動 のた め開催 する 会の 会場 費、機 材借 上料 、茶 菓子代  

・広聴 活動 のた めの 会への 出席 に伴 う交 通費、 食糧 費  

 ・ア ンケ ート 等実 施のた め必 要な 印刷 費等の 経費  

 ・携 帯電 話の 利用 料金 （ 但 し １ 台 分 に 限 る 。）  

 

 

 

（7）  人件費  

 会派の行う調査研究を補助する職員を雇用する経費  

 

（例）  

  ・ 給料 、手 当、 賃金  

・交通 費  

  ・ 労災 保険 料、 雇用保 険料 （事 業主 負担分 ）等 の社 会保 険料  

  ・ 健康 診断 料  

 

 

※ １  補 助 職 員 を 雇 用 し た 場 合 は 、 税 務 署 、 労 働 基 準 監 督 署 及 び ハ ロ ー ワ ー ク

等 へ の 手 続 き が 必 要 に な り ま す 。  

 

  ※ ２  親 族 の 雇 用  

     政 務 調 査 活 動 の 補 助 職 員 と し て 親 族 を 雇 用 し 、 こ れ に 係 る 賃 金 等 を 政 務

調 査 費 か ら 支 出 す る こ と が 、直 ち に 丌 適 切 な 支 出 で あ る と は い え ま せ ん が 、

誤 解 を 招 か な い よ う 、 雇 用 契 約 等 の 手 続 を 行 う な ど 、 十 分 留 意 す る 必 要 が

あ り ま す 。  

     な お 、 生 計 を 一 に す る 親 族 の 雇 用 は 認 め な い こ と と し ま す 。  
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（8）  事務所費  

 会派の行う調査研究のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費  

 

（例）  

  ・ 事務 所賃 借料  

  ・ 事務 所へ の来 客等の ため 設置 する 駐車場 賃借 料  

・事務 所維 持管 理費 （光熱 水費 、火 災保 険料等 ）  

  ・ 備品 の購 入費 ・リー ス代  

  ・ 事務 所通 信費 （電話 代、 テレ ビ受 信料等 ）  

  ・ 事務 所内 の会 合等に おい て提 供さ れる茶 菓子 代  

・その 他雑 費（ 事務 用品、 消耗 品費 等）  

※  按 分 の 取 り 扱 い （ ３ ペ ー ジ ） を 参 照 。  

  (注 )「 備 品 」 と は 、 購 入 金 額 ２ 万 円 以 上 の 事 務 用 機 器 等 を い う 。 以 下 同 じ 。  

 

◇  コ ー ヒ ー 豆 、茶 葉 、お 茶 菓 子 、食 器 洗 剤 及 び ス ポ ン ジ の 購 入 代 金 は 、控 室 に お け

る 会 議 等 の 際 に 、 お 茶 や お 茶 菓 子 程 度 の 飲 食 を 伴 う こ と も あ り 、 調 査 研 究 活 動 に

必 要 な 経 費 と し て 認 め ら れ て い ま す （ 大 阪 高 裁 Ｈ 17.4.12 判 決 ）。  

◇  花 代 に つ い て 、控 室 を 研 修 会（ 会 議 ）等 に 用 い る こ と が あ り 、そ こ に 2,100 円

程 度 の 花 を 飾 る こ と は 、会 議 、面 談 を 円 滑 に 進 め る た め 必 要 最 小 限 の 装 飾 と し て 、

認 め ら れ て い ま す （ 大 阪 高 裁 Ｈ 17.4.12 判 決 、 同 趣 旨  大 阪 高 裁 Ｈ 18.1.18 判 決 ）。  

 
 
 

※  備 品 に つ い て は 、 公 金 で 購 入 し た 備 品 と い う 観 点 か ら 、 会 派 が 消 滅 し た

場 合 に 個 人 の 私 物 と し て 処 分 す る こ と は 好 ま し く あ り ま せ ん 。  
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５  海外での政務調査に係る取り扱いについて  

（政務調査費の支出に当たって）  

 

 

(1) 会派内での事前協議  

海外での政務調査活動を行うに当たっては、会派内で、調査研究の項

目・場所等について、必要性、合理性等を協議・調整した上で行うこと

とします。  

 

(2) 議長への海外政務調査届出  

海外で政務調査活動しようとするときは、会派の代表者から議長へ  

「海外政務調査届出書」（様式集１８、19 ページ）を提出することとし

ます。  

 

(3) 報告書の作成  

政務調査活動を終えたときは、①行程・調査項目、②調査目的（市 政

との関連性）、③調査活動内容及び結果（訪問先での意見聴取・意見交換

の内容、調査で得られた成果等）を記載した報告書を作成し、会派で保

存するものとします（保存期間は領収書等と同様に５年とする。）。  

 

※  議会の議決による議員派遣としての海外行政視察の経費に、政務調

査費を充当（加算）することはできません。  

 議 員 派 遣 に よ る 海 外 行 政 視 察 は 、議 会 の 議 決 を 経 て 行 わ れ る 公 務 上 の 出 張 で

あ り 、当 該 行 程 中 で 公 務 外 の 活 動 で あ る 政 務 調 査 活 動 を 行 う こ と は で き ま せ ん 。 
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６  領収書等の取り扱いについて  

 

 支払証明書の取り扱いについて 

支 払 証 明 書 （ 様 式 集 17 ペ ー ジ ） は 、  

ア  切 符 代 や 運 賃 等 、 領 収 書 を 徴 す る こ と が 困 難 な 場 合  

イ  調 査 旅 費 等 で 旅 費 条 例 に 準 拠 し た 定 額 方 式 を 用 い る 場 合  

に 限 り 用 い る こ と が で き ま す 。  

 

 ※  な お 、 調 査 旅 費 等 に 係 る 航 空 賃 、 新 幹 線 利 用 に 係 る 鉄 道 賃 に つ い て は 、

領 収 書 を 徴 す る こ と 。  

 

◆  政 務 調 査 費 を 支 出 し た と き は 、 領 収 証 書 を 徴 す る こ と 。 た だ し 、 領 収 証 書 を

徴 し 得 な い も の に つ い て は 、 会 派 の 代 表 者 の 支 払 証 明 書 を も っ て 代 え る こ と が

で き る 。（ 条 例 施 行 規 則 第 11 条 第 １ 項 第 ３ 号 ）  
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領 収 書 チ ェ ッ ク 要 領 
 

（領収書等の写しを政務調査費収支報告書に添付する際の注意事項について）  

 

 項  目 注    意    事    項 

１  日   付  領 収 し た 日 が 記 載 し て あ る こ と 。  

２  あ  て 名  

会 派 名 又 は 議 員 名 が 記 載 し て あ る こ と 。  

※  あ て 名 の な い も の 、 上 様 と な っ て い る も の 、 後 援 会 の 名 前 に な っ て い

る も の な ど 会 派 名 又 は 議 員 名 で な い も の は 丌 可 。  

３  発  行 者  記 名 押 印 が さ れ て い る こ と 。  

４  但  書 き  

何 の 代 金 か 明 確 に 記 載 し て あ る こ と 。  

※  お 品 代 、 商 品 代 な ど 具 体 名 の な い も の は 丌 可 。 た だ し 、 別 紙 に よ り 明

細 な ど の 具 体 名 の 内 訳 が 示 さ れ て い る も の は 可 。  

５  印   紙  

領 収 書 の 記 載 金 額 が ３ 万 円 以 上 （ 消 費 税 の 金 額 が 明 確 に 記 載 し て あ る 場

合 に は 消 費 税 を 除 い た 金 額 ） の 場 合 に 貼 付 し て あ る こ と 。 ま た 、 消 印 さ れ

て い る こ と 。  

６  
記載事項の  

訂   正  

訂 正 箇 所 に も と の 記 載 が 読 め る よ う に し て 二 本 線 を 引 き 、 正 し い 記 載 を

し た う え で 、 発 行 権 限 者 の 押 印 （ 訂 正 印 ） が し て あ る こ と 。  

７  
銀  行  等  の  

振込金受取書  

銀 行 等 の 振 込 金 受 取 書 （ Ａ Ｔ Ｍ 利 用 明 細 票 な ど ） は 、 日 付 、 依 頼 人 （ 会

派 名 又 は 議 員 名 ）、受 取 人 、金 額 が 記 載 さ れ て い る こ と に 加 え 、明 細 の 記 さ

れ た 請 求 書 の 写 し を 合 わ せ て 添 付 す る こ と や 内 容 を 領 収 書 等 添 付 用 紙 に 補

記 す る な ど 使 途 （ 内 容 ） が 明 確 な も の に 限 り 、 領 収 書 に 代 え る こ と が で き

る 。  

８  レシート  

レ シ ー ト は 、 日 付 、 あ て 名 、 発 行 者 、 品 目 、 金 額 の 記 載 が あ る も の に つ

い て は 、 こ れ を 領 収 書 と し て 取 り 扱 う こ と が で き る 。  

※ あ て 名 の 記 載 が な い レ シ ー ト は 領 収 書 等 添 付 用 紙 に あ て 名 を 補 記 す る 。  

９  添付用紙  

領 収 書 等 添 付 用 紙 に つ い て は 、 別 添 様 式 （ 様 式 集 2 ペ ー ジ ） に よ る も  

の と し 、 使 途 項 目 ご と に 領 収 書 等 の 写 し を 貼 り 付 け る 。  

情 報 公 開 請 求 の 対 応 の た め 、 コ ピ ー す る こ と も あ る の で 、 領 収 書 等 の 写

し は 、 重 ね ず に 貼 り 付 け る 。  

10 そ  の  他  

感 熱 紙 に よ る 領 収 書 、 レ シ ー ト 等 は 、 時 間 の 経 過 と と も に 印 字 が 薄 く な  

っ た り 、 消 え て し ま う の で 、 で き る だ け 避 け る 。  

こ れ ら し か 徴 す る こ と が で き な い 場 合 は 、 必 ず コ ピ ー を と り 、 本 書 と と  

も に 保 管 し て お く 。  
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◈ 広 島 市 議 会 の 会 派 に 対 す る 政 務 調 査 費 の 交 付 に 関 す る 条 例  

平 成 13 年 3 月 29 日  

条 例 第 15 号  

(趣 旨 ) 

第 1 条  こ の 条 例 は 、地 方 自 治 法 (昭 和 22 年 法 律 第 67 号 )第 100 条 第 13 項 及 び 第 14

項 の 規 定 に 基 づ き 、 広 島 市 議 会 (以 下 「 議 会 」 と い う 。 )の 議 員 (以 下 「 議 員 」 と い う 。 )

の 調 査 研 究 に 資 す る た め 必 要 な 経 費 の 一 部 と し て 、議 会 に お け る 会 派 に 対 し 政 務 調 査 費

を 交 付 す る こ と に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

(平 14 条 例 40・ 一 部 改 正 ) 

(交 付 の 対 象 ) 

第 2 条  政 務 調 査 費 は 、議 会 の 会 派 (会 派 に 所 属 す る 議 員 (以 下「 所 属 議 員 」と い う 。)が 1

人 の 場 合 を 含 む 。 以 下 「 会 派 」 と い う 。 )に 対 し て 交 付 す る 。  

(交 付 の 方 法 ) 

第 3 条  政 務 調 査 費 は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 毎 月 交 付 す る 。  

2 月 の 初 日 以 外 の 日 に 結 成 さ れ た 会 派 (第 6 条 第 2 項 に 規 定 す る 会 派 を 除 く 。 )に 対 し て

交 付 す る 政 務 調 査 費 は 、前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、会 派 が 結 成 さ れ た 日 (以 下「 会 派 結 成

日 」 と い う 。 )の 属 す る 月 の 翌 月 分 か ら 交 付 す る 。  

3 月 の 初 日 に 合 併 等 に よ り 消 滅 し た 会 派 に は 、 第 1 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 月 分 の

政 務 調 査 費 は 交 付 し な い 。  

(交 付 額 ) 

第 4 条  政 務 調 査 費 の 月 額 は 、 所 属 議 員 の 数 に 34 万 円 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。  

2 政 務 調 査 費 の 月 額 は 、 所 属 議 員 の 数 が 3 人 以 上 の 会 派 が 当 該 会 派 の 控 室 に お い て 常 時

勤 務 す る 職 員 (以 下 「 常 勤 職 員 」 と い う 。 )を 雇 用 し た 場 合 に あ っ て は 、 前 項 の 規 定 に か

か わ ら ず 、 同 項 の 規 定 に よ り 算 定 し た 額 に 、 会 派 職 員 雇 用 費 を 加 算 し た 額 と す る 。  

3 会 派 職 員 雇 用 費 の 月 額 は 、常 勤 職 員 1 人 に つ き 、広 島 市 報 酬 並 び に 費 用 弁 償 条 例 (昭 和

22 年 7 月 28 日 広 島 市 条 例 第 10 号 )第 2 条 第 3 項 た だ し 書 又 は 第 4 項 の 規 定 に よ り

同 項 に 規 定 す る 職 員 に 対 し て 支 給 さ れ る 報 酬 の 額 を 勘 案 し て 規 則 で 定 め る 額 と す る 。  

4 会 派 職 員 雇 用 費 の 月 額 の 算 定 の 基 礎 と な る 常 勤 職 員 の 数 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 所 属 議

員 の 数 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 掲 げ る 数 を 限 度 と す る 。  

(1) 3 人 以 上 6 人 以 下  1 人  

(2) 7 人 以 上 12 人 以 下  2 人  

(3) 13 人 以 上 18 人 以 下  3 人  

(4) 19 人 以 上  4 人  

5 会 派 職 員 雇 用 費 の 月 額 は 、 前 2 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 負 傷 、 疾 病 そ の 他 規 則 で 定 め

る 事 由 に よ り 勤 務 し な い 期 間 が 1 か 月 以 上 で あ る 常 勤 職 員 が あ る 場 合 に お い て 、当 該 会

派 が 当 該 常 勤 職 員 に 代 え て 臨 時 的 に 職 員 を 雇 用 し た と き は 、規 則 で 定 め る 期 間 を 超 え な

い 範 囲 内 の 期 間 、前 2 項 の 規 定 に よ り 算 定 し た 額 に 、当 該 常 勤 職 員 の 数 を 限 度 と し て 臨

時 的 に 雇 用 し た 職 員 1 人 に つ き 、本 市 が 臨 時 的 に 任 用 す る 職 員 の 日 額 に よ る 給 不 の 額 を

勘 案 し て 規 則 で 定 め る 額 に 規 則 で 定 め る 日 数 を 乗 じ て 得 た 額 を 加 算 し た 額 と す る 。  

 

javascript:void%20fnHonLink(1966,'r5000243041412271.html','J2_K3')
javascript:void%20fnHonLink(1966,'r5000243041412271.html','J2_K3')
javascript:void%20fnHonLink(1966,'r5000243041412271.html','J2_K4')
javascript:void%20fnHonLink(1966,'r5000243041412271.html','J2_K4')
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(所 属 議 員 の 数 等 ) 

第 5 条  政 務 調 査 費 の 月 額 の 算 定 の 基 礎 と な る 所 属 議 員 の 数 並 び に 常 勤 職 員 及 び 前 条 第 5

項 の 臨 時 的 に 雇 用 し た 職 員 の 雇 用 の 状 況 (以 下 「 所 属 議 員 の 数 等 」 と い う 。 )は 、 毎 月 の

初 日 に お け る 所 属 議 員 の 数 等 に よ る 。  

2 前 項 の 所 属 議 員 の 数 は 、月 の 初 日 に 当 該 会 派 の 所 属 議 員 で な く な っ た 者 が あ る 場 合 は 、

そ の 者 の 数 を 控 除 し た 数 と す る 。  

(任 期 満 了 及 び 解 散 の 場 合 の 特 例 ) 

第 6 条  月 の 10 日 以 前 に 、議 員 の 任 期 が 満 了 し た 場 合 又 は 議 会 が 解 散 し た 場 合 の そ の 月

分 の 政 務 調 査 費 は 、 第 3 条 第 1 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 従 前 の 会 派 に は 交 付 し な い 。  

2 議 員 の 一 般 選 挙 後 初 め て 議 員 が 所 属 議 員 と な り 結 成 さ れ た 会 派 に 対 し て 交 付 す る 政 務

調 査 費 は 、 会 派 結 成 日 の 属 す る 月 分 か ら 交 付 す る 。  

3 前 項 の 会 派 結 成 日 の 属 す る 月 分 の 政 務 調 査 費 の 額 の 算 定 の 基 礎 と な る 所 属 議 員 の 数 等

は 、 前 条 第 1 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 会 派 結 成 日 に お け る 所 属 議 員 の 数 等 に よ る 。  

4 前 項 に 規 定 す る 所 属 議 員 の 数 は 、 会 派 結 成 日 に 当 該 会 派 の 所 属 議 員 で な く な っ た 者 が

あ る 場 合 は 、 そ の 者 の 数 を 控 除 し た 数 と す る 。  

(政 務 調 査 費 の 使 途 ) 

第 7 条  会 派 は 、政 務 調 査 費 を 規 則 で 定 め る 使 途 基 準 に 従 っ て 支 出 す る も の と し 、議 員 の

調 査 研 究 に 資 す る た め 必 要 な 経 費 以 外 の 経 費 に 充 て て は な ら な い 。  

(経 理 責 任 者 ) 

第 8 条  会 派 は 、政 務 調 査 費 に 関 し 、所 属 議 員 の う ち か ら 経 理 責 任 者 を 選 任 し な け れ ば な

ら な い 。  

(収 支 報 告 書 等 の 提 出 及 び 政 務 調 査 費 の 返 還 ) 

第 9 条  会 派 の 代 表 者 は 、当 該 年 度 に 交 付 を 受 け た 政 務 調 査 費 に つ い て 、所 定 の 収 入 及 び

支 出 の 報 告 書 (以 下 「 収 支 報 告 書 」 と い う 。 )を 作 成 し 、 支 出 に 係 る 領 収 証 書 そ の 他 の 規

則 で 定 め る 証 拠 書 類 の 写 し を 添 え て 、 当 該 年 度 終 了 後 30 日 以 内 に 議 会 の 議 長 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

2 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け た 会 派 が 、 会 派 の 合 併 等 に よ り 消 滅 し た 場 合 に あ っ て は 、 前

項 の 規 定 に か か わ ら ず 、当 該 会 派 の 消 滅 時 に お け る 代 表 者 は 、当 該 年 度 に 交 付 を 受 け た

政 務 調 査 費 に つ い て 収 支 報 告 書 を 作 成 し 、同 項 に 規 定 す る 証 拠 書 類 の 写 し を 添 え て 、当

該 会 派 の 消 滅 の 日 か ら 30 日 以 内 に 議 会 の 議 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

3 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け た 会 派 (前 項 の 場 合 に あ っ て は 、会 派 の 消 滅 時 に お け る 所 属 議

員 )は 、当 該 会 派 が そ の 年 度 に お い て 交 付 を 受 け た 政 務 調 査 費 の 総 額 か ら 、当 該 会 派 が そ

の 年 度 に お い て 第 7 条 に 規 定 す る 使 途 基 準 に 従 っ て 支 出 し た 額 の 総 額 を 控 除 し て 残 余

が あ る 場 合 は 、収 支 報 告 書 の 提 出 後 速 や か に 、当 該 残 額 に 相 当 す る 額 を 市 長 に 返 還 し な

け れ ば な ら な い 。  

(平 18 条 例 50・ 平 19 条 例 57・ 一 部 改 正 ) 

(委 任 規 定 ) 

第 10 条  こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 政 務 調 査 費 の 交 付 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 市 長 が

定 め る 。  

附  則  

javascript:void%20fnOwnLink(4439,'r5000989041805011.html','J3_K1')
javascript:void%20fnOwnLink(4439,'r5000989041805011.html','J7')
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こ の 条 例 は 、 平 成 13 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 14 年 3 月 28 日 条 例 第 40 号 ) 

こ の 条 例 は 、地 方 自 治 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 (平 成 14 年 法 律 第 4 号 )第 1 条 中 地 方

自 治 法 (昭 和 22 年 法 律 第 67 号 )第 100 条 の 改 正 規 定 の 施 行 の 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 18 年 3 月 29 日 条 例 第 50 号 ) 

1 こ の 条 例 は 、 平 成 18 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

2 改 正 後 の 第 9 条 第 1 項 及 び 第 2 項 の 規 定 は 、こ の 条 例 の 施 行 の 日 以 後 に 交 付 す る 政 務

調 査 費 に つ い て 適 用 し 、同 日 前 に 交 付 し た 政 務 調 査 費 に つ い て は 、な お 従 前 の 例 に よ る 。 

附  則 (平 成 19 年 9 月 28 日 条 例 第 57 号 ) 

1 こ の 条 例 は 、 平 成 20 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

2 改 正 後 の 第 9 条 第 1 項 の 規 定 は 、こ の 条 例 の 施 行 の 日 以 後 に 交 付 す る 政 務 調 査 費 に つ

い て 適 用 し 、 同 日 前 に 交 付 し た 政 務 調 査 費 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。  
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◈ 広 島 市 議 会 の 会 派 に 対 す る 政 務 調 査 費 の 交 付 に 関 す る 条 例 施 行 規 則  

平 成 13 年 3 月 30 日  

規 則 第 45 号  

(趣 旨 ) 

第 1 条  こ の 規 則 は 、広 島 市 議 会 の 会 派 に 対 す る 政 務 調 査 費 の 交 付 に 関 す る 条 例 (平 成 13

年 広 島 市 条 例 第 15 号 。以 下「 条 例 」と い う 。)の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と

す る 。  

(交 付 申 請 ) 

第 2 条  政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け よ う と す る 会 派 の 代 表 者 は 、毎 年 度 、所 定 の 交 付 申 請 書

に よ り 、議 会 の 議 長 (以 下「 議 長 」と い う 。議 長 及 び 議 会 の 副 議 長 が 共 に 欠 け た こ と 等 に

よ り 議 長 の 職 務 を 行 う 者 が い な い 場 合 に あ っ て は 議 会 事 務 局 長 。次 条 及 び 第 6 条 に お い

て 同 じ 。)を 経 由 し て 市 長 に 申 請 し な け れ ば な ら な い 。所 属 議 員 の 数 等 に 異 動 を 生 じ た 会

派 の 代 表 者 が 、異 動 後 の 所 属 議 員 の 数 等 に 基 づ き 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け よ う と す る 場

合 も 、 同 様 と す る 。  

(交 付 決 定 の 通 知 ) 

第 3 条  市 長 は 、前 条 の 交 付 申 請 書 を 受 理 し た と き は 、交 付 額 を 決 定 し 、所 定 の 交 付 決 定

通 知 書 に よ り 、 議 長 を 経 由 し て 当 該 会 派 の 代 表 者 に 通 知 す る 。  

(交 付 請 求 書 の 提 出 ) 

第 4 条  前 条 の 交 付 決 定 通 知 書 を 受 け 取 っ た 会 派 の 代 表 者 は 、 毎 月 5 日 ま で に 、 所 定 の

交 付 請 求 書 を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 条 例 第 6 条 第 2 項 の 規 定 に よ

り 交 付 さ れ る 会 派 結 成 日 の 属 す る 月 分 の 政 務 調 査 費 の 交 付 請 求 書 は 、交 付 決 定 通 知 書 を

受 け 取 っ た 日 か ら 5 日 以 内 に 提 出 す る も の と す る 。  

(交 付 の 日 ) 

第 5 条  政 務 調 査 費 は 、毎 月 11 日 (そ の 日 が 休 日 (国 民 の 祝 日 に 関 す る 法 律 (昭 和 23 年 法

律 第 178 号 )に 規 定 す る 休 日 を い う 。 以 下 同 じ 。 )、 日 曜 日 又 は 土 曜 日 に 当 た る と き は 、

そ の 日 前 に お い て 、そ の 日 に 最 も 近 い 休 日 、日 曜 日 又 は 土 曜 日 で な い 日 )に 交 付 す る 。た

だ し 、前 条 た だ し 書 の 規 定 に よ り 交 付 請 求 書 の 提 出 が あ っ た 政 務 調 査 費 に つ い て は 、市

長 が 当 該 交 付 請 求 書 を 受 け 取 っ た 日 か ら 6 日 以 内 に 交 付 す る 。  

(変 更 の 届 出 等 ) 

第 6 条  政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け て い る 会 派 は 、会 派 の 名 称 、代 表 者 、経 理 責 任 者 又 は 常

勤 職 員 若 し く は 条 例 第 4 条 第 5 項 の 臨 時 的 に 雇 用 し た 職 員 (以 下「 臨 時 職 員 」と い う 。)

の 住 所 若 し く は 氏 名 に 変 更 が 生 じ た と き は 、所 定 の 変 更 届 出 書 に よ り 、議 長 を 経 由 し て

市 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

2 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け て い る 会 派 が 議 員 の 任 期 満 了 及 び 議 会 の 解 散 以 外 の 事 由 に よ

り 消 滅 し た と き は 、当 該 会 派 の 消 滅 時 に お け る 代 表 者 は 、所 定 の 会 派 消 滅 届 出 書 に よ り 、

議 長 を 経 由 し て 市 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

(会 派 職 員 雇 用 費 の 月 額 等 ) 

第 7 条  条 例 第 4 条 第 3 項 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 額 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 当 該 常 勤 職

員 の 雇 用 期 間 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 掲 げ る 額 (以 下 「 基 礎 額 」 と い う 。 )と す る 。  

(1) 引 き 続 き 5 年 未 満  15 万 1,200 円  
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(2) 引 き 続 き 5 年 以 上 10 年 未 満  15 万 3,100 円  

(3) 引 き 続 き 10 年 以 上 20 年 未 満  15 万 4,700 円  

(4) 引 き 続 き 20 年 以 上  15 万 6,500 円  

2 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 6 月 及 び 12 月 に 交 付 す る 会 派 職 員 雇 用 費 の 額 は 、 常 勤 職

員 1 人 に つ き 、6 月 に 交 付 す る 場 合 に お い て は 基 礎 額 に 100 分 の 105、 12 月 に 交 付

す る 場 合 に お い て は 基 礎 額 に 100 分 の 119 を 乗 じ て 得 た 額 に 、6 月 に 交 付 す る 場 合 に

お い て は 6 月 1 日 以 前 、 12 月 に 交 付 す る 場 合 に お い て は 12 月 1 日 以 前 6 か 月 以 内

の 期 間 に お け る 当 該 常 勤 職 員 の 雇 用 期 間 の 区 分 に 応 じ 、次 の 表 に 定 め る 割 合 を 乗 じ て 得

た 額 を 基 礎 額 に 加 算 し た 額 と す る 。  

雇用期間  割合  

6 か 月  100 分 の 100 

5 か 月 以 上 6 か月未満  100 分 の 83 

4 か 月 以 上 5 か月未満  100 分 の 66 

3 か 月 以 上 4 か月未満  100 分 の 50 

2 か 月 以 上 3 か月未満  100 分 の 33 

2 か 月 未 満  100 分 の 16 

3 第 1 項 の 雇 用 期 間 は 、 毎 年 4 月 1 日 現 在 の 雇 用 期 間 の 状 況 に よ る 。  

4 条 例 第 4 条 第 5 項 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 事 由 は 、 出 産 と す る 。  

5 条 例 第 4 条 第 5 項 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 期 間 は 、2 か 月 と す る 。た だ し 、市 長 が 必

要 が あ る と 認 め る 場 合 は 、2 か 月 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て 当 該 期 間 を 延 長 す る こ と が

で き る 。  

6 条 例 第 4 条 第 5 項 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 額 は 、 6,300 円 と す る 。  

7 条 例 第 4 条 第 5 項 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 日 数 は 、当 該 臨 時 職 員 の そ の 月 の 雇 用 期 間

の 日 数 か ら 当 該 期 間 に お け る 広 島 市 の 休 日 を 定 め る 条 例 (平 成 3 年 広 島 市 条 例 第 49 号 )

に 規 定 す る 市 の 休 日 の 日 数 を 減 じ た 日 数 と す る 。  

(平 14 規 則 32・ 平 15 規 則 27・ 平 16 規 則 35・ 平 17 規 則 36・ 平 18 規 則

29・ 平 19 規 則 38・ 一 部 改 正 ) 

(政 務 調 査 費 の 使 途 基 準 ) 

第 8 条  条 例 第 7 条 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 使 途 基 準 は 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。  

(1) 政 務 調 査 費 (会 派 職 員 雇 用 費 に 相 当 す る 部 分 を 除 く 。)は 、別 表 に 掲 げ る 経 費 と 認 め

ら れ る も の に 充 て る こ と 。  

(2) 会 派 職 員 雇 用 費 は 、 そ の 算 定 の 基 礎 と な っ た 常 勤 職 員 又 は 臨 時 職 員 の 雇 用 に 要 す

る 経 費 に 充 て る も の と し 、 当 該 経 費 以 外 の 経 費 に 充 て て は な ら な い こ と 。  

(規 則 で 定 め る 証 拠 書 類 ) 

第 9 条  条 例 第 9 条 第 1 項 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 証 拠 書 類 は 、第 11 条 第 1 項 第 3 号

に 規 定 す る 領 収 証 書 又 は 会 派 の 代 表 者 の 支 払 証 明 書 と す る 。  

(平 18 規 則 29・ 追 加 、 平 19 規 則 103・ 一 部 改 正 ) 

(収 支 報 告 書 等 の 写 し の 送 付 ) 
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第 10 条  議 長 は 、 条 例 第 9 条 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規 定 に よ り 収 支 報 告 書 及 び 証 拠 書 類

の 写 し が 提 出 さ れ た と き は 、 こ れ ら の 写 し を 速 や か に 市 長 に 送 付 し な け れ ば な ら な い 。 

(平 18 規 則 29・ 旧 第 9 条 繰 下 ・ 一 部 改 正 ) 

(政 務 調 査 費 の 保 管 、 経 理 等 ) 

第 11 条  政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け た 会 派 は 、 そ の 保 管 状 況 を 明 確 に す る と と も に 、 経 理

に つ い て は 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。  

(1) 政 務 調 査 費 の 支 出 の 決 定 は 、 会 派 の 代 表 者 が 行 う こ と 。  

(2) 条 例 第 8 条 の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 経 理 責 任 者 は 、 会 派 の 代 表 者 が 発 行 す る 所 定

の 収 入 支 出 伝 票 に よ り 出 納 を 行 う こ と 。  

(3) 政 務 調 査 費 を 支 出 し た と き は 、 領 収 証 書 を 徴 す る こ と 。 た だ し 、 領 収 証 書 を 徴 し

得 な い も の に つ い て は 、 会 派 の 代 表 者 の 支 払 証 明 書 を も っ て 代 え る こ と が で き る 。  

(4) 政 務 調 査 費 の 出 納 の み を 行 う 預 金 口 座 及 び 経 理 簿 を 備 え る こ と 。  

2 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け た 会 派 は 、 収 入 支 出 伝 票 、 領 収 証 書 等 政 務 調 査 費 の 収 入 及 び

支 出 に 関 す る 証 拠 書 類 並 び に 前 項 第 4 号 に 規 定 す る 経 理 簿 を 条 例 第 9 条 第 1 項 又 は 第

2 項 に 規 定 す る 収 支 報 告 書 の 提 出 期 限 の 日 か ら 起 算 し て 5 年 を 経 過 す る 日 ま で 保 存 し な

け れ ば な ら な い 。  

(平 18 規 則 29・ 旧 第 10 条 繰 下 ) 

附  則  

1 こ の 規 則 は 、 平 成 13 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

2 広 島 市 議 会 の 各 会 派 に 対 す る 市 政 調 査 研 究 費 の 交 付 に 関 す る 規 則 (昭 和 48 年 広 島 市 規

則 第 32 号 )は 、 廃 止 す る 。  

3 前 項 の 規 定 に よ る 廃 止 前 の 広 島 市 議 会 の 各 会 派 に 対 す る 市 政 調 査 研 究 費 の 交 付 に 関 す

る 規 則 の 規 定 に よ り 交 付 を 受 け た 調 査 研 究 費 に 係 る 決 算 書 の 提 出 は 、 平 成 13 年 4 月

30 日 ま で に 行 う も の と し 、 剰 余 金 が 生 じ た 場 合 に は 、 決 算 書 提 出 後 速 や か に 、 当 該 剰

余 金 に 相 当 す る 額 を 市 長 に 返 還 し な け れ ば な ら な い 。  

附  則 (平 成 14 年 3 月 28 日 規 則 第 32 号 ) 

こ の 規 則 は 、 平 成 14 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 15 年 3 月 31 日 規 則 第 27 号 ) 

こ の 規 則 は 、 平 成 15 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 16 年 3 月 31 日 規 則 第 35 号 ) 

1 こ の 規 則 は 、 平 成 16 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

2 平 成 16 年 6 月 に 交 付 す る 会 派 職 員 雇 用 費 に 対 す る 改 正 後 の 第 7 条 第 2 項 の 規 定 の 適

用 に つ い て は 、 同 項 中 「 100 分 の 105」 と あ る の は 、「 100 分 の 110」 と す る 。  

附  則 (平 成 17 年 3 月 31 日 規 則 第 36 号 ) 

こ の 規 則 は 、 平 成 17 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 18 年 3 月 30 日 規 則 第 29 号 ) 

こ の 規 則 は 、 平 成 18 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 1９ 年 ６ 月 １ ９ 日 規 則 第 69 号 ) 

こ の 規 則 は 、 平 成 1９ 年 ６ 月 ２ １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 (平 成 19 年 10 月 23 日 規 則 第 103 号 /平 成 20 年 3 月 31 日 規 則 第 38 号 ) 
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こ の 規 則 は 、 平 成 20 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  

 

別 表 (第 8 条 関 係 ) (平 1９ 規 則 69・ 一 部 改 正 ) 

項目  内容  

研究研修費  会 派 が 、 研 究 会 、 研 修 会 等 を 開 催 す る た め 、 又 は 他 の 団 体 の

開催する研究会、研修会等に参加するために 要する経費  

調査旅費  会 派 の 行 う 調 査 研 究 の た め に 必 要 な 先 進 地 調 査 又 は 現 地 調 査

に要する経費  

資料作成費  会派の行う調査研究のために必要な資料の作成に要する経費  

資料購入費  会 派 の 行 う 調 査 研 究 の た め に 必 要 な 図 書 、 資 料 等 の 購 入 に 要

する経費  

広報費  会 派 の 調 査 研 究 及 び 議 会 活 動 並 び に 市 政 に つ い て 市 民 に 広 報

するために要する経費  

情報収集・広聴

費  

会 派 が 、 市 民 か ら の 市 政 、 会 派 の 政 策 等 に 対 す る 要 望 、 意 見

等を聴取するための会議等に要する経費  

人件費  会派の行う調査研究を補助する職員を雇用する経費  

事務所費  会 派 の 行 う 調 査 研 究 の た め に 必 要 な 事 務 所 の 設 置 及 び 管 理 に

要する経費  

その他の経費  上記以外の経費で会派の行う調査研究に必要な経費  
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